
平成２１年６月１６日 一部改正 

平成２４年４月１日 一部改正 

令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 一 部 改 正 

 

福祉型障害児入所施設に係る施設利用申込及び情報提供に係る取扱要領 

 

１ 目的 

福祉型障害児入所施設（以下「施設」という。）の利用について、利用者のサー

ビス選択等に資するため、施設利用申込等の手順を示すとともに、施設の利用状況

や待機状況等についての情報の収集及び提供等を行うものである。 

２ 対象障害児施設 

福祉型障害児入所施設 

３ 利用申込等の流れ 

 ① 利用申込・変更等連絡票の交付 

児童相談所が施設利用を適当と認める場合は、保護者等が希望する施設の数だ

け、障害児施設利用申込・変更等連絡票（様式１）（以下「連絡票」という。）を

作成し、保護者等へ交付するとともに、保護者等に対し、希望利用施設への利用

申込に際し、当該連絡票を持参すること、並びに、施設が受け付けた時点で利用

待機者になる場合があることを説明する。 

② 施設への利用申込 

保護者等は、施設への利用申込を行う際に、当該連絡票を提出する。 

③ 児童相談所への連絡票送付 

施設は、利用申込を受け付けた場合、連絡票に必要事項を記入し、写しを取った

上、原本を児童相談所に送付する。 

※ 保護者等から、直接、施設に対し、利用申込等の相談があった場合、施設は、保

護者等の住所地を管轄する児童相談所へ利用申込を行うよう説明する。 

４ 入所調整 

① 児童相談所は、保護者等の希望により、サービス利用に係るあっせん・調整を

行うとともに、必要に応じて施設に対し利用の要請を行う。また、施設は、児童

相談所が行うあっせん・調整、要請に対し、できる限り協力する。 

② 児童相談所は施設から空き情報の提供を求め、空き情報があった場合、児童相

談所が入所の調整にあたる。 

５ 支給決定等 

① 施設は、利用者の受入が可能である場合、又は受入が可能となった場合に、児

童相談所に連絡し、児童相談所から保護者等に連絡する。 

②児童相談所は、申請者が利用できる見込となった場合、支給決定を行う。 

※１８歳以上の加齢児については、市町村が支給決定を行うこととなる。 



６ 障害児施設利用に関する情報提供等 

 (1) 待機状況の変更の報告等 

児童相談所は、利用者が施設利用の申込を取り下げたとき、又は、複数の施設

の待機児童となっている場合で、施設を利用するなど、待機状況に変化があった

ときは、必要事項を連絡票に記入し、写しを該当施設へ送付する。 

また、待機状況の変化を、施設が先に把握をした場合はすみやかに児童相談所

へ報告する。 

(2) 入退所の報告等 

① 施設は、児童の入退所等に伴う利用契約を締結・変更等した場合、利用契約

の締結日及び終了日など利用契約の内容について、その都度、入退所（障害児

入所受給者証記載事項）報告書（様式３）（以下「入退所報告書」という。）を

作成し、当該児童に係る支給決定児童相談所に送付する 

※ １８歳以上の加齢児で市町村が支給決定を行っている者については、市町村

へ送付する。 

② 支給決定児童相談所は、入退所報告書の写しを関係市町村（市は福祉事務

所、町村については町村及び県民局とする。）に送付する。（１８歳以上の加齢

児で市町村が支給決定を行っている者除く。） 

(3) 入退所・待機状況の報告 

施設は、毎月、障害児施設入退所及び待機児童報告書（様式２）を作成し、翌

月５日までに、中央児童相談所に送付する。なお、この報告書については、障害

児及び加齢児を一体的に管理するものとする。 

(4) 施設利用状況等に関する情報提供 

中央児童相談所は、利用状況や待機情報等について常に情報収集し保存すると

ともに、施設の利用状況等について、ホームページに掲載し、広く県民に情報を

提供する。 

７ 準用 

(1)福祉型障害児入所施設の利用者が、他の福祉型障害児入所施設の利用を希望す

る場合についても、本要領による取扱いを準用する。 

この場合、待機登録日は当該障害児入所施設への利用申込の受付日とし、連絡票

の児童氏名欄に受給者番号を付記するとともに、特記事項等欄に、現在、利用し

ている障害児入所施設名を記入する。 

(2)県外からの利用希望者についても本要領を準用する。 

８ その他 

本要領は、平成１９年４月１日より適用する。 


